
提出課：

2

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1532

県支出金 その他 一般財源

41,113 0

【補正内容】

　デフレ脱却のため、物価高騰による家計への影響が特に 50千円

大きい低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）に対して、 35千円

1世帯当たり10万円の現金を給付する。

【補助対象者】

　令和5年度の住民税均等割のみ課税世帯　400件 346千円

※住民税均等割が課税されている者の扶養親族内のみで

構成される世帯を除く。 132千円

【給付額】  1世帯あたり10万円

【スケジュール】 550千円

・システム改修　R6年1月下旬

・通知発送　R6年3月中旬

・振込開始　R6年4月中旬

40,000千円

【財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金41,113円

（国10/10）

事業名
物価高騰対策低所得世帯支援事業(住民税均
等割のみ課税世帯分)

11　役務費

令和６年第１回臨時会

令和５年度大山町一般会計補正予算（第10号）

福祉介護課

社会福祉総務費

議案番号

　1　扶助費

議案説明資料

事業番号

国庫支出金

41,113

地方債
今回補正額

今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

0

　(住民税均等割のみ課税世帯分)

  （口座振込手数料、組戻手数料）

19　扶助費

12　委託料

　1　委託料

（システム改修費委託料）

　物価高騰対策低所得世帯給付金

　3　手数料

10　需用費

　1　消耗品費

　4　印刷製本費

　1　通信運搬費

（確認申請用申請封筒、返信用封筒、口座振込通知封筒印刷

（確認申請、確認申請返送料金後納郵便、口座振込通知送付発送代）



提出課：

2

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1533

県支出金 その他 一般財源

20,917 0

【補正内容】

50千円

20千円

【補助対象者】

198千円

99千円

【スケジュール】 550千円

・システム改修　R6年1月下旬

・通知発送　R6年3月中旬

・振込開始　R6年4月下旬

20,000千円

【財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金20,917千円

（国10/10）

令和６年第１回臨時会

議案説明資料

福祉介護課

議案番号 令和５年度大山町一般会計補正予算（第10号）

社会福祉総務費

事業番号 事業名
物価高騰対策低所得世帯支援事業(こども加
算分)

補正前 今回補正額
今回補正額の財源内訳

補正理由・事業概要 今回補正額の経費内訳

国庫支出金 地方債

0 20,917

11　役務費

10　需用費

　1　消耗品費

　4　印刷製本費

（確認申請用申請封筒、返信用封筒、口座振込通知封筒印刷）

12　委託料

　1　通信運搬費

　3　手数料

（口座振込手数料、組戻手数料）

（確認申請、確認申請返送料金後納郵便、口座振込通知送付発送代）

　1　委託料

　(こども加算分)

19　扶助費

　1　扶助費

　物価高騰対策低所得世帯給付金

（システム改修費委託料）

　デフレ脱却のため、物価高騰による家計への影響が特に大き
い低所得世帯（住民税均等割非課税及び住民税均等割のみ
課税世帯）に対して、同世帯内で扶養されている18歳以下の子
ども1人あたり５万円の現金を給付する。

　令和5年度の住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割の
み課税世帯に対して、同世帯内で扶養されている18歳以下の
子ども　【400人】

※住民税均等割が課税されている者の扶養親族内のみで構成さ
れる世帯を除く。

【給付額】  18歳以下の子ども1人あたり5万円


